
 

 

 2019 年 11 月 19 日  

がん治療と仕事の両立支援サービスの提供開始  

 

 

 

ＳＯＭＰＯヘルスサポート株式会社（本社：東京都千代田区、代表取締役社長：角  秀洋、

以下「ＳＯＭＰＯヘルスサポート」）は、2020 年 1 月より「がん治療と仕事の両立支援サービ

ス」（以下「本サービス」）の提供を開始します。  

 

 

１．背景  

がんは 1981 年から日本人の死因の第 1 位となり、 2018 年には全国で 101 万人が新たにがん  

と診断されたと推定されています。そのうち約 3 割は就労世代に発症しています。また、中高  

年や若年層女性で罹患率が高くなる傾向にあります。  

一方で、医療技術の進歩によるがん患者の 5 年生存率の改善、入院期間の短縮により、治療

と仕事の両立が可能になってきています。少子高齢化を背景として、中高年層や女性の活躍が

必要となり、今後ますます企業は、がん罹患従業員への対応を問われる時代となることが予測

されます。   

しかし「がんは重篤な疾患であり、就労は困難」という誤解もいまだに少なくありません。  

治療と仕事の両立が円滑に進むためには、がん罹患従業員の周囲で関わる人々が、主治医・産

業医の意見を踏まえながら情報連携し、サポートをしていく必要があります。  

 このような課題を解決すべく、ＳＯＭＰＯヘルスサポートは、メンタルヘルス領域での産業  

保健体制構築支援の実績を通じて培ってきた経験･ノウハウを活用し、本サービスを開発しま  

した。  

２．サービスの概要  

ＳＯＭＰＯヘルスサポートの両立支援コンサルタント （ * 1）が企業を訪問し、がん罹患従業員

の対応における人事担当者の業務支援を行います。  

 

*1 産業保健におけるがん治療と就労の両立支援に精通した保健師・看護師・臨床心理士・精神保健福祉士

等の有資格者であり、独立行政法人労働者健康安全機構が実施している両立支援コーディネーター養成研

修を受講した者  

 

（１）  内容（主なメニュー）（詳細は＜別紙＞をご参照ください。）  

Ⅰ．がん両立支援コンサルティングサービス  

Ⅱ．がん両立支援研修サービス  

Ⅲ．従業員個別ケース対応サービス  

Ⅳ．がん両立支援予約受付窓口サービス  

Ⅴ．各種相談サービス  
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（２）  特長  

専任の両立支援コンサルタントと専門家からなるチームが、メンタルヘルス領域での産業保

健体制構築支援の実績を通じて培った経験･ノウハウを活用し、人事担当者に対し、両立支援に

関する社内体制構築のコンサルティングからがん罹患従業員の個別対応まで包括的なサービス

を提供します。  

 

（３）  費用・期間 （ *2） 

【 1】費用  

134 万円～（税抜）  

【 2】期間  

1 年～  

*2 利用人数や期間などにより異なります。  

 

３．今後の展開  

ＳＯＭＰＯヘルスサポートは、本サービスを通じて企業における心身両面の産業保健体制の  

強化を支援し、より多くの「こころと身体」の健康の実現に貢献してまいります。  

 

以上  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

＜別紙＞本サービスのメニューの詳細  

 
サービスメニュー  概要  

Ⅰ．がん両立支援  

コンサルティングサービス  

（主に人事担当者向け）  

1.がん罹患従業員の対応における人事担当者支援  

（ケース対応方針決定支援、関係者間連携支援、  

就業判定決定支援  等）  

2.社内体制構築支援（就業規程整備、相談窓口設置支援  等） 

3.両立支援に関する規程の雛形等、各種ツール提供  

4.年間活動報告・振り返り・次年度計画  

Ⅱ．がん両立支援研修サービス  

（主に管理職・人事担当者向け）  

・がんに罹患にした従業員に対する理解、対応方法を  

学ぶ研修  

Ⅲ．従業員個別ケース対応サービス  

（主に従業員向け）  

・支援希望従業員の個別対応  

（初期対応および人事への結果フィードバック、  

復職支援面談、復職後フォロー等）  

談  Ⅳ．両立支援予約受付窓口サービス  

（主に従業員向け）  
・支援希望従業員からの申出受付および意思確認  

Ⅴ．各種相談サービス  

（主に従業員向け）  

1.匿名での医師による医療相談サービス  

2.匿名での心理職によるカウンセリングサービス  


